
2021 年 4月 1日 
コモンズ・プロジェクトと日本の航空会社が、 

日本の国際渡航再開に向けてデジタル健康証明「コモンパス」を試験的に導入 

コモンズ・プロジェクト財団（The Commons Project Foundation）は、日本の航空会社 2社
と共同で、コモンズ・プロジェクトが開発したコモンパス（CommonPass）を用いたデジタ
ルヘルス・パスの実証実験を開始しました。 

コモンズ・プロジェクト財団と日本航空株式会社（JAL）は、4月 2日の羽田発ハワイ行き
と 4月 5 日の成田発シンガポール行きの国際線で、デジタル健康証明アプリ「コモンパス」
の実証実験を行うことを発表しました。 

またこれに先立ち、全日本空輸株式会社（ANA）が 3月 29日の羽田発ニューヨーク便で日
本初の実証実験に成功し、4 月 3 日現地発のニューヨーク発羽田便でも実証実験を行いま
す。これらのトライアルは、東京オリンピックに向けて、多くのアスリートが来日する日本
で実施され、航空会社が乗客の海外旅行再開を安全にサポートするための重要なマイルス
トーンとなります。 

PCR 検査で陰性となった航空会社の乗客は、コモンパスを利用することで、自分の健康状
態をデジタルで確認することができ、また目的地での入国要件を満たしていることを確認
できます。 

コモンズ・プロジェクト財団CEO ポール・マイヤーは、「コモンパスは、JAL、ANAと密
接に協力し、海外旅行の際に健康状態をデジタルで確認できる信頼しうる方法をお客さま
に提供するという、共通の目標に向かっていることを嬉しく思います。これらの試験は、コ
モントラスト・ネットワークの能力を示すものであり、個人やビジネスの旅を安全に再開す
るための重要な一歩となります」と述べています。 

日本航空株式会社代表取締役社長 赤坂祐二氏は、「コモンパスにより、世界標準化されたデ
ジタル健康資格情報（PCR検査結果やワクチン接種記録など）を確実・適切に取り扱うこと
ができるようになると期待しています。当社としても、この実証実験に積極的に参加させて
いただくことで、コモンパスをはじめとするさまざまな取り組みが、新型コロナウィルス感
染症の拡大防止と、お客さまの安全・安心な旅行の再開・実現につながっていくよう努力し
てまいります。」と述べました。 

また、全日本空輸株式会社執行役員 企画室長 平澤寿一氏は「ANAでは、お客様の旅をよ



り安全で便利なものにするための方法を常に模索しています。今回の実証では、コモンパ
ス・アプリ使うことによって、お客さまのプライバシーを保護しつつ、海外旅行の手続きを
簡素化できることが分かりました。」（コモンズ・プロジェクト日本事務局翻訳）*と述べて
います。 

また各界からもコモンパスへの様々な期待の声が寄せられました。 

「在日米国商工会議所(ACCJ)は、コモンパスのような国際渡航における信頼できる基準を
確立することが、人々の“空の旅”に対する信頼を回復し、安全な国境再開に着手する鍵とな
ると考えています。 私たちは、航空会社や規制当局による、コモンパスの実証実験を始め
とするコモンズ・プロジェクトの活動を支援します。」̶在日米国商工会議所 理事及びト
ランスポーテーション＆ロジスティックス委員会 副委員長 タッド·ジョンソン氏（コモン
ズ・プロジェクト日本事務局翻訳*） 

「ウィズ・コロナ時代の国際的な往来においては、感染拡大を避け、安全に渡航者を受け入
れることが重要です。世界共通のデジタル証明であるコモンパスは、検査・ワクチン接種な
ど刻々と変化する感染対策や、各国の出入国基準に柔軟に対応することが可能であり、水際
対策の混乱回避や、プライバシーの保護においても有効な仕組みとなっております。コモン
パスを通じ、安全かつ安心な各国間の往来が早期に実現することを期待します。」̶日本商
工会議所理事・国際部長 西谷和雄氏

「貿易投資を通じた世界経済の復興のためには、安全な国境往来の実現は急務であり、世界
の経済界の共通の要望です。自由貿易の推進役である日本が、安全・安心な国境再開に向け
てリーダーシップを発揮することは、象徴的にも実質的にも意義深いと考えています。現状、
入国条件・プロセス等は国ごとに異なりますが、一刻も早く世界共通で利用可能なオンライ
ンのプラットフォームを策定し、感染拡大防止と両立する形でスムーズな人の移動を実現
することが重要です。コモンパスの活用によって、国境を越える人の往来が再び活発になり、
自由で開かれた貿易投資の拡大、ひいては世界経済を成長軌道へと戻すことに繋がってい
くことを期待しています。」̶日本経済団体連合会国際経済本部長 和田照子氏 

「コモンパスの導入が PHR（パーソナルヘルスレコード）普及発展にも貢献するのではな
いかと期待しています。日本では、病院間での医療情報が統合できず患者主体の医療導入の
遅れが課題となっています。デジタルパス導入により PHRが健全に発展し、従来からある
生活習慣病急増やコロナ禍で生じたウェルネスや災害医療の社会問題解決の一助になると
期待しています。」̶日本医療情報学会代表理事 中島直樹氏 



お問い合わせ先：コモンズ・プロジェクト日本事務局（国際文化会館） 
TEL：03-3470-9810（広報)  E-mail：pr@i-house.or.jp 

コモンズ・プロジェクト財団について 
コモンズ・プロジェクト（TCP）は、米ロックフェラー財団の支援を受けて設立された非営
利組織で、スイスに本部を置き、米国をはじめ世界各国で活動しています。テクノロジーと
データを活用して地球規模の課題を解決することをミッションに、現在は新型コロナウイ
ルスの流行を受け、国境往来時に検査結果（将来的にはワクチン接種履歴）を示す世界共通
のデジタル証明書「コモンパス」（CommonPass）を発行する取り組みを推進しています。 
■コモンズ・プロジェクト財団の詳細はこちら 

● Learn more about The Commons Project Foundation
● Learn more about our initiatives CommonPass ¦ CommonHealth ¦ 
Vaccine Credential Initiative

● Follow us on Twitter via @commons_prjct ¦ @mycommonpass ¦ 
@mycommonhealth

● Follow us on LinkedIn via The Commons Project Foundation
● Media assets, including images, video and past press releases, please see 
here.

● For non-media information, please contact info@thecommonsproject.org
*プレスリリースの原語（英語）はこちらをご参照ください。 
https://www.i-house.or.jp/programs/wp-content/uploads/2021/04/CP_PR_Apr1.pdf 
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